物品売買仮契約書
　物品の売買について小山町（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という。）との間に次のとおり契約を締結する。

（契約要領）

第１条　この契約の要領は、次のとおりとする。

（１）　物品購入契約名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）　品名、規格及び数量

	品名
	種類・形状・規格等
	数量

	
	
	


（３）　売買代金　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（うち取引に係る消費税額及び地方消費税の額　￥　　　　　　　　　　　）

（４）　納入期限　　平成　　年　　月　　日

（５）　納入場所　　静岡県駿東郡小山町

（６）　契約保証金　　免　　除

（納入期限の延長）

第２条　乙は、天災その他事故の責に帰することができない理由により、納入期限までに納入することができないときは、その理由を明らかにした書面をもって、納入期限延長の申出をすることができる。
２　前項の申出は、納入期限内にしなければならない。

（納入の通知）

第3条 乙は、物品を納入しようとするときは、その旨を甲に通知するものとする。

（検査及び引渡時期）

第4条 甲は、乙が物品の納入をした日から７日以内に検査を行うものとする。

２　乙は、前項の検査に立ち会うものとし、立ち会わないときは、検査の結果について異議を申し立てることができない。

３　乙は、第１項の検査に合格しないものについては、直ちにこれを良品と取り替えなければならない。

４　検査に必要な費用及び検査の際の変質、消耗、き損等の損害は、すべて乙の負担とする。

５　乙は、検査に合格したときは、遅滞なく物品を引き渡さなければならない。

（危険負担）

第５条　前項第５項の引渡し前に生じた物品の亡失、き損等の損害は、すべて乙の負担をとする。
（担保負担）

第６条　乙は納入物品の引渡し後１年間、甲の正常な管理のもとに生じた事故、又は発見された隠れたかしについて、無償修理又は取り替え納入の責任を負うものとする。

（代金の支払い期間）

第７条　甲は、第４条第５項の引渡しを受けた後、売買代金を甲が乙から適法な支払い請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第８条　乙の責に帰すべき事由により納入期限内に物品を納入することができない場合においては、甲は、損害金の支払を乙に請求することができる。

２　前項の損害金の額は、契約金額等につき、納入期限の翌日から起算して納入の日までの遅延日数に応じ、年２.７パーセントの割合で計算した額とする。
３　甲の責に帰すべき事由により第７条の規定による契約金額等の支払が遅れた場合においては、乙は、未受領金額につき納入期限の翌日から起算して納入の日までの遅延日数に応じ、年２.７パーセントの割合で計算した額の遅延利息を甲に請求することができる。
（契約の解除）

第９条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、催告なしに契約を解除することができる。

　（１）　乙の責に帰する理由により納入期限内に契約を履行しないとき、又は履行の見込みがないと甲が認めるとき。

　（２）　前号のほか、乙が契約に違反し、その違反により契約の目的を達することが出来ないと甲が認めるとき。
２　前項の規定によりこの契約が解除された場合は、乙は、違約金として売買代金の１０分の１に相当する金額を甲に支払うものとする。

（権利義務の譲渡等の禁止）
第１０条　乙は、この契約から生ずる権利義務を第三者に譲渡し、又は担保に供することはできない。

（費用の負担）

第１１条　この契約の締結に要する費用及び物品納入に要する費用は、乙の負担とする。

（協議）

第１２条　この契約に定めのない事項については、必要に応じて、甲乙協議の上、これを定める。
上記の物品購入についての売買仮契約は、小山町条例（議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年３月１９日条例第１８号）第３条）の規定による町議会の議決を経たときには、これを本契約とみなし、信義に従い誠実にこれを履行するものとする。
なお、この売買仮契約が本契約とならなかった場合における供給者の損害については、発注者は一切の責めを負わないものとする。
この契約の成立を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を所持する。
平成　　年　　月　　日

住　　　　所　　静岡県駿東郡小山町藤曲５７番地の２
甲

職氏名　　小　山　町　長　　込　山　　正　秀　　㊞
住　　　　所

乙　  商号又は名称
氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
印紙税法


第5条により


非課税








